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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次

第80期

第３四半期

連結累計期間

第81期

第３四半期

連結累計期間

第80期

第３四半期

連結会計期間

第81期

第３四半期

連結会計期間

第80期

会計期間
自　平成20年11月１日

至　平成21年７月31日

自　平成21年11月１日

至　平成22年７月31日

自　平成21年５月１日

至　平成21年７月31日

自　平成22年５月１日

至　平成22年７月31日

自　平成20年11月１日

至　平成21年10月31日

売上高 （千円） 27,624,34528,843,0577,806,1969,271,82136,304,727

経常利益又は経常損失
（△）

（千円） 1,462,7531,823,862△37,888 52,2771,686,832

四半期（当期）純利益又
は四半期純損失（△）

（千円） 825,6641,088,577△12,088△51,063 993,244

純資産額 （千円） － － 17,872,61318,695,65417,921,544

総資産額 （千円） － － 26,116,12428,619,87826,412,448

１株当たり純資産額 （円） － － 1,761.721,845.291,767.97

１株当たり四半期（当
期）純利益又は四半期純
損失（△）

（円） 82.74 109.09 △1.21 △5.12 99.53

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 67.3 64.3 66.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 2,772,667976,476 － － 3,644,268

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △32,461△1,355,236 － － △88,671

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △741,277△387,420 － － △750,137

現金及び現金同等物の四
半期末（期末）残高

（千円） － － 3,672,5883,667,2444,447,793

従業員数 （人） － － 735 739 722

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第80期第３四半期連結会計期間および第81期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益については、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第80

期第３四半期連結累計期間、第81期第３四半期連結累計期間および第80期の潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員数を記載しております。

４　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。
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２ 【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

　　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成22年７月31日現在

従業員数(名) 739

(注)　従業員数は、就業人員数であります。

　

(2)　提出会社の状況

平成22年７月31日現在

従業員数(名) 356 〔64〕

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　〔　〕内は、派遣社員を除いた嘱託および海外支店の現地採用社員を外数で表示しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別のセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 　生産高(千円) 前年同四半期比(％)

機械製造販売
2,281,544 9.3

(1,518,406) (65.9)

合計
2,281,544 9.3

(1,518,406) (65.9)

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　(　)内は、海外向け生産高を内数で表示しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2)　受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 　受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
　受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

機械製造販売
2,526,809 40.2 5,876,887 11.5

(1,431,812)(194.3) (3,345,577)(2.0)

合計
2,526,809 40.2 5,876,887 11.5

(1,431,812)(194.3) (3,345,577)(2.0)

(注) １　(　)内は、海外向け受注高を内数で表示しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3)　販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 　販売高(千円) 前年同四半期比(％)

機械製造販売
2,209,771 28.0

(1,432,175) (103.2)

化学工業製品販売
7,062,049 16.2

(990,128) (52.6)

合計
9,271,821 18.8

(2,422,303) (78.9)

(注) １　(　)内は、海外向け販売高を内数で表示しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等、または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありませ

ん。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものです。

　

(1)　経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間のわが国経済は、輸出の伸びや経済政策の効果などに支えられ、生産水準が

総じて堅調に推移した他、長く低迷を極めた設備投資にも上向く兆候が見られ始めました。しかし一方

で、雇用情勢やデフレ傾向の改善は緩慢で、また欧州の金融・財政不安や米国経済の減速懸念に起因する

為替の円高推移などもあって、景気の自律的な回復に向けた動きが加速するには至りませんでした。

こうした状況の下、当社グループの当該四半期における連結売上高は、機械製造販売事業に係る海外向

け物件の出荷増や、化学工業製品販売事業に係る電子材料分野と合成樹脂分野を主体とする需給情勢の

改善から、全体で前年同期を18.8％上回る9,271百万円となりました。また利益面では、機械製造販売事業

での経費率低減に、化学工業製品販売事業での輸入商材販売全般に及ぶ円高効果などが加わって、双方事

業を併せた全体の連結営業損益は、前年同期における50百万円の損失から114百万円の利益へと転じまし

た。これを受けて全体の同経常利益も、デリバティブ評価損の増加に見舞われながら、前年における37百

万円の損失から52百万円の利益へと転じましたが、同四半期純損益については、投資有価証券の減損処理

が107百万円に及んだため、△51百万円と前年同期に比して38百万円の損失拡大となりました。

　

①事業の種類別セグメントに係る業績結果は以下のとおりです。

機械製造販売事業

　機械製造販売事業では、国内売上高が官需向けの機械・装置販売を主体に減収を余儀なくされた

一方で、海外向けの売上高は対中国を中心に伸びを示し、事業の連結売上高は前年同期を28.0％上

回る2,209百万円となりました。対中国の売上高に関しては、砥粒回収装置の販売が概ね堅調で、こ

こに塩ビプラント用遠心機械の販売増加が加わる様相が色濃くなりました。同事業の連結営業損

益には、このような海外向け機械・装置の売上増加や経費率改善効果が寄与したものの、季節性を

含めた国内売上高減少の影響は大きく、当該四半期においてはその損失額が前年同期の△268百万

円から△194百万円へと改善するに止まりました。

化学工業製品販売事業

　化学工業製品販売事業に関しては、電子材料分野や合成樹脂分野を始めとする国内のほぼ全分野

に亘って増収傾向が明瞭となり、加えて巴工業(香港)有限公司による売上も堅調で、事業の連結売

上高は7,062百万円と前年同期を16.2％上回る伸びとなりました。取り分け、半導体関連需要の増

大を受けた電子材料分野の売上伸率が相対的に高く、こうした付加価値率が高い分野での販売増

加が利益面の増進に繋がりました。他に輸入商材全般に及ぶ円高の効果もあって、事業の連結営業

利益は前年同期比42.1％増の309百万円となっています。
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②所在地別セグメントに係る業績は以下のとおりです。

日本国内

　日本国内に関しては、機械製造販売事業の海外向け売上高が伸びたことに加えて、化学工業製品

販売事業の電子材料分野、合成樹脂分野、化成品分野を始めとする全般的な販売額増加によって、

全体の連結売上高が前年同期を14.1％上回る8,456百万円となりました。またその利益面では、機

械製造販売事業に係る経費率改善効果に、化学工業製品販売事業の輸入商材全般に亘る円高効果

が加わって、両事業を合わせた連結営業損益は前年同期における43百万円の損失から、65百万円の

利益へと転じるに至りました。

アジア地域

　アジア地域については、機械製造販売事業の拠点売上が増加したことに加えて、化学工業製品販

売事業でも巴工業(香港)有限公司による商社売上や星際塑料(深?)有限公司グループによる樹脂

コンパウンド事業の売上が増加したことから、地域全体の連結売上高は、前年同期と比較して

89.9％増の980百万円となりました。また主にこれらの売上高増加に起因して、地域全体の連結営

業損益も前年同期における6百万円の損失から51百万円の利益に転じることとなっています。

　

(2)　財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の資産は、現預金や売掛債権、棚卸資産を始めとする流動資産の増加を主

因として、全体で前連結会計年度末（平成21年10月末）の残高を2,207百万円（8.4％）上回る28,619百

万円となりました。

一方負債は、買掛債務や未払法人税等など流動負債の増加を主要因として、全体で前連結会計年度末の

残高を1,433百万円（16.9％）上回る9,924百万円となり、また純資産は、利益剰余金などの増加により前

連結会計年度末対比で774百万円（4.3％）増加して、18,695百万円となりました。

これらの結果、当第３四半期連結会計期間末の自己資本比率は、前連結会計年度末と比較して2.5ポイ

ント低下して、64.3％となっています。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、第２四半期連結会計期間末に比べて245

百万円減少して3,667百万円となりました。ここに至る当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ

・フローの状況とその変動要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

税金等調整前四半期純損失が56百万円となった一方で、売掛債権が1,038百万円、棚卸資産が599百万

円、買掛債務が192百万円、それぞれ前四半期末対比で増加したことなどにより、全体では1,100百万円の

支出となりました。前年同四半期との対比で見ると、本キャッシュ・フローは、売上高の増大を背景とし

た売掛債権や棚卸資産の増加などにより、555百万円の減少となっています。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

３ヶ月を超える定期預金の払戻額が1,000百万円あったことなどにより、905百万円の収入となりまし

た。前年同四半期との対比で見ると、本キャッシュ・フローは、やはり定期預金1,000百万円の払戻しによ

り、915百万円の増加となっています。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

リース債務の返済などにより、６百万円の小幅な支出となりました。前年同四半期との対比で見ると、

本キャッシュ・フローは、債務返済額の縮小などを背景として１百万円の支出額減少となっています。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変

更および新たに生じた課題はありません。

　

(5)　研究開発活動

当第３四半期連結会計期間における研究開発費の総額は59百万円です。

　

(6)　中長期的な会社の経営戦略

当社の中・長期的な経営戦略は、機械製造販売事業については新しい製・商品の開発とコストの削減

および海外市場の開拓であり、化学工業製品販売事業については特色ある新商材の発掘と中国ビジネス

の充実です。この基本戦略の展開に向けて、コアビジネスの増強を目指す「継続」の基軸と、将来に亘る

飛躍への取り組みを狙った「革新」の基軸を共に盛り込み、平成20年２月に第８回中期経営計画

「TIP10」（平成20年10月期～平成22年10月期）を策定しました。

またこの間、所謂リーマン・ショックを契機とした経済状況と経営環境の激変に見舞われたことから、

平成21年2月には、視点を変えた市場戦略となる「特定業種の攻略」策と新たなコスト競争力の強化策を

追加することによって「TIP10」の補強を図り、その継続的な推進に傾注することと致しました。中期経

営計画「TIP10」の最終年度となる平成22年10月期の業績見通しは、経済情勢、経営環境の著変に伴って

当初の計画水準から乖離することとなりますが、今後共、同計画とその補強策の中に謳った具体的な営業

施策と効率化策の推進によって、先々に向けた確固たる業績基盤の構築に努力を継続してまいります。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新

設、除却等について、重要な変更ならびに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,550,000

計 24,550,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成22年７月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成22年９月10日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 10,533,200 10,533,200
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株で
あります。

計 10,533,200 10,533,200－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

 

(千円)

資本金残高

 

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

　平成22年５月１日～

　平成22年７月31日
－ 10,533,200－ 1,061,210－ 1,483,410

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主が把握できず、記載することができま

せんので、直前の基準日である平成22年４月30日の株主名簿により記載しております。

①　【発行済株式】

平成22年４月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式普通株式 554,400

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,974,200 99,742同上

単元未満株式 普通株式 4,600 － 同上

発行済株式総数 10,533,200－ －

総株主の議決権 － 99,742 －

　(注)　単元未満株式には、当社所有の自己株式18株が含まれております。

　

②　【自己株式等】

平成22年４月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 東京都品川区大崎
554,400 － 554,400 5.26

巴工業株式会社 １－２－２

計 － 554,400 － 554,400 5.26

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年

11月

 

12月

平成22年

１月

 

２月

 

３月

 

４月

 

５月

 

６月

 

７月

最高(円) 1,3701,3001,2661,1851,3781,4001,2811,2921,200

最低(円) 1,1551,1351,1751,0511,0681,3041,0701,1561,082

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであ

ります。

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
経理部および経営企画室担当

取締役
経理部担当兼経営企画室長

前田　夏彦 平成22年４月１日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年５月１日から平成21年７月31日まで）及び前第３四半期連

結累計期間（平成20年11月１日から平成21年７月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第３四半期連結会計期間（平成22年５月１日から平成22年７月31日まで）及び当第３四半期連結累

計期間（平成21年11月１日から平成22年７月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年５月

１日から平成21年７月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年11月１日から平成21年７月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表について、また、当第３四半期連結会計期間（平成22年５月１日から平

成22年７月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年11月１日から平成22年７月31日まで）に

係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年７月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年10月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,034,639 4,447,793

受取手形及び売掛金 ※2
 13,321,218

※2
 11,995,465

商品及び製品 3,216,636 2,591,153

仕掛品 1,012,415 914,572

原材料及び貯蔵品 787,103 787,926

繰延税金資産 399,581 398,437

その他 125,453 356,812

貸倒引当金 △28,831 △34,896

流動資産合計 23,868,218 21,457,266

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,521,944 2,522,652

減価償却累計額 △1,484,826 △1,433,070

建物及び構築物（純額） 1,037,117 1,089,581

機械装置及び運搬具 3,448,529 3,400,759

減価償却累計額 △2,616,592 △2,482,626

機械装置及び運搬具（純額） 831,937 918,132

土地 970,253 970,253

リース資産 79,115 88,451

減価償却累計額 △36,115 △29,614

リース資産（純額） 43,000 58,837

その他 978,043 956,862

減価償却累計額 △899,593 △869,884

その他（純額） 78,450 86,978

有形固定資産合計 2,960,759 3,123,783

無形固定資産 86,832 48,713

投資その他の資産

投資有価証券 739,285 903,416

差入保証金 413,640 410,359

繰延税金資産 55,594 53,522

その他 577,825 506,668

貸倒引当金 △82,276 △91,282

投資その他の資産合計 1,704,068 1,782,685

固定資産合計 4,751,660 4,955,182

資産合計 28,619,878 26,412,448
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年７月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年10月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2
 6,295,235

※2
 5,430,683

短期借入金 618,862 692,481

リース債務 25,850 28,107

未払金 473,798 427,104

未払法人税等 589,852 53,760

前受金 435,751 243,984

賞与引当金 652,102 791,939

役員賞与引当金 67,524 48,470

製品補償損失引当金 147,384 154,997

その他 278,091 294,512

流動負債合計 9,584,453 8,166,042

固定負債

リース債務 27,779 46,686

退職給付引当金 31,701 29,034

役員退職慰労引当金 142,760 142,760

繰延税金負債 48,011 50,901

デリバティブ債務 89,518 55,478

固定負債合計 339,771 324,861

負債合計 9,924,224 8,490,904

純資産の部

株主資本

資本金 1,061,210 1,061,210

資本剰余金 1,483,410 1,483,410

利益剰余金 16,346,788 15,557,577

自己株式 △363,194 △363,045

株主資本合計 18,528,213 17,739,152

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 80,995 77,749

繰延ヘッジ損益 △3,654 △712

為替換算調整勘定 △191,829 △173,790

評価・換算差額等合計 △114,488 △96,753

少数株主持分 281,929 279,145

純資産合計 18,695,654 17,921,544

負債純資産合計 28,619,878 26,412,448
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年11月１日
　至 平成21年７月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年11月１日
　至 平成22年７月31日)

売上高 27,624,345 28,843,057

売上原価 21,847,979 22,540,796

売上総利益 5,776,365 6,302,261

販売費及び一般管理費 ※1
 4,455,354

※1
 4,523,673

営業利益 1,321,011 1,778,588

営業外収益

受取利息 1,558 4,832

受取配当金 46,942 14,519

受取賃貸料 18,858 13,681

為替差益 56,944 61,257

デリバティブ評価益 23,298 －

その他 40,005 30,914

営業外収益合計 187,606 125,204

営業外費用

支払利息 18,304 5,794

手形売却損 3,871 58

支払手数料 9,219 9,252

デリバティブ評価損 － 52,408

その他 14,469 12,415

営業外費用合計 45,864 79,930

経常利益 1,462,753 1,823,862

特別利益

投資有価証券売却益 － 159,344

貸倒引当金戻入額 47,989 13,461

特別利益合計 47,989 172,806

特別損失

固定資産除却損 3,307 1,952

固定資産売却損 113 －

投資有価証券売却損 5,948 －

投資有価証券評価損 76,692 117,683

貸倒引当金繰入額 262 －

特別損失合計 86,325 119,636

税金等調整前四半期純利益 1,424,417 1,877,032

法人税、住民税及び事業税 238,338 778,499

法人税等調整額 349,064 △2,409

法人税等合計 587,403 776,089

少数株主利益 11,349 12,365

四半期純利益 825,664 1,088,577
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年５月１日
　至 平成21年７月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年５月１日
　至 平成22年７月31日)

売上高 7,806,196 9,271,821

売上原価 6,393,212 7,595,406

売上総利益 1,412,983 1,676,415

販売費及び一般管理費 ※1
 1,463,528

※1
 1,561,979

営業利益又は営業損失（△） △50,545 114,435

営業外収益

受取利息 364 2,650

受取配当金 39,435 9,135

受取賃貸料 6,252 3,168

為替差益 13,698 5,436

その他 10,575 8,681

営業外収益合計 70,325 29,072

営業外費用

支払利息 4,073 1,286

手形売却損 22 18

支払手数料 756 380

デリバティブ評価損 45,839 83,942

その他 6,976 5,602

営業外費用合計 57,668 91,230

経常利益又は経常損失（△） △37,888 52,277

特別利益

投資有価証券売却益 － 132

投資有価証券評価損戻入益 8,125 －

貸倒引当金戻入額 3,152 176

特別利益合計 11,278 309

特別損失

固定資産除却損 417 1,654

投資有価証券評価損 － 107,493

特別損失合計 417 109,148

税金等調整前四半期純損失（△） △27,027 △56,561

法人税、住民税及び事業税 △127,145 △5,538

法人税等調整額 111,958 △5,842

法人税等合計 △15,187 △11,381

少数株主利益 248 5,883

四半期純損失（△） △12,088 △51,063
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年11月１日
　至 平成21年７月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年11月１日
　至 平成22年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,424,417 1,877,032

減価償却費 388,572 292,587

賞与引当金の増減額（△は減少） △686,294 △139,368

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △35,799 19,053

製品補償損失引当金の増減額（△は減少） △25,881 △7,613

退職給付引当金の増減額（△は減少） △6,201 2,687

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △115,020 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △70,830 △15,071

投資有価証券評価損益（△は益） 76,692 117,683

受取利息及び受取配当金 △48,501 △19,351

支払利息 18,304 5,794

為替差損益（△は益） 3,871 8,719

固定資産除却損 3,307 1,952

固定資産除売却損益（△は益） 113 －

投資有価証券売却損益（△は益） 5,948 △159,344

デリバティブ評価損益（△は益） △23,298 52,408

売上債権の増減額（△は増加） 3,741,363 △1,355,300

たな卸資産の増減額（△は増加） 502,878 △733,219

仕入債務の増減額（△は減少） △1,490,418 896,777

未払金の増減額（△は減少） △119,511 44,663

前受金の増減額（△は減少） △196 192,562

未払消費税等の増減額（△は減少） 109,418 △55,548

その他 320,456 △41,925

小計 3,973,393 985,179

利息及び配当金の受取額 49,754 16,486

利息の支払額 △38,642 △12,717

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,211,836 △12,470

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,772,667 976,476

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △2,378,526

定期預金の払戻による収入 100,000 1,000,000

有形固定資産の売却による収入 238 －

有形固定資産の取得による支出 △207,935 △129,224

無形固定資産の取得による支出 － △48,066

投資有価証券の売却による収入 5,339 218,109

投資有価証券の取得による支出 △11,648 △11,509

貸付金の回収による収入 10,423 2,357

貸付けによる支出 △980 △3,435

差入保証金の増減額（△は増加） 60,721 △3,633

その他 11,379 △1,309

投資活動によるキャッシュ・フロー △32,461 △1,355,236
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(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年11月１日
　至 平成21年７月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年11月１日
　至 平成22年７月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △239,577 －

リース債務の返済による支出 △30,079 △21,164

長期借入金の返済による支出 △115,000 △60,000

自己株式の取得による支出 △42 △148

配当金の支払額 △349,263 △299,367

少数株主への配当金の支払額 △7,315 △6,740

財務活動によるキャッシュ・フロー △741,277 △387,420

現金及び現金同等物に係る換算差額 △37,774 △14,368

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,961,154 △780,548

現金及び現金同等物の期首残高 1,711,434 4,447,793

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 3,672,588

※1
 3,667,244
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年５月１日　至　平成22年７月31日）

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年11月１日　至　平成22年７月31日)

会計処理基準に関する事項の変更
完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更
　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関す
る会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計
期間に着手した工事契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められ
る工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。
 なお、当第３四半期連結累計期間においては工事進行基準の適用要件を満たす工事契約が存在しないため、損
益及びセグメント情報に与える影響はありません。
 

　
　

　

　

【簡便な会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年11月１日　至　平成22年７月31日)

固定資産の減価償却費の算定方法
　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却の額を期間按分して算出する方法に
よっております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第３四半期連結会計期間末

(平成22年７月31日)

前連結会計年度末

(平成21年10月31日)

１　偶発債務は次のとおりです。 １　偶発債務は次のとおりです。

　保証債務

従業員(持家融資制度) 2,512千円

 

※保証債務

従業員(持家融資制度) 5,042千円

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形は、手形交換日
をもって決済処理をしております。当第３四半期
連結会計期間末日は金融機関の休日のため、次の
四半期連結会計期間末日満期手形が、四半期連結
会計期間末残高に含まれております。

 

受取手形 498,797千円

支払手形 73,484千円

 

※２　期末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理
をしております。当連結会計年度末日は金融機関
の休日のため、次の期末日満期手形が、期末残高
に含まれております。

 

受取手形 314,809千円

支払手形 83,619千円

　 　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　

前第３四半期連結累計期間

(自　平成20年11月１日

　至　平成21年７月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年11月１日

　至　平成22年７月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

退職給付費用 115,086千円

役員退職慰労引当金繰入額 500千円

従業員給料手当 1,475,213千円

福利厚生費 314,041千円

賞与引当金繰入額 254,912千円

役員賞与引当金繰入額 26,614千円

 

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

退職給付費用 110,638千円

従業員給料手当 1,377,337千円

福利厚生費 307,195千円

賞与引当金繰入額 388,022千円

役員賞与引当金繰入額 64,701千円

 

　 　

　

第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間

(自　平成21年５月１日

　至　平成21年７月31日)

当第３四半期連結会計期間

(自　平成22年５月１日

　至　平成22年７月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

退職給付費用 38,361千円

従業員給料手当 402,787千円

福利厚生費 100,968千円

賞与引当金繰入額 170,284千円

役員賞与引当金繰入額 8,431千円

 

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

退職給付費用 36,817千円

従業員給料手当 375,677千円

福利厚生費 100,937千円

賞与引当金繰入額 221,935千円

役員賞与引当金繰入額 34,347千円

貸倒引当金繰入額 17,051千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間

(自　平成20年11月１日

　至　平成21年７月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年11月１日

　至　平成22年７月31日)

※１　現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間
末残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係（平成21年７月31日現
在）

※１　現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間
末残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係（平成22年７月31日現
在）

　

現金及び預金 3,672,588千円

現金及び現金同等物 3,672,588千円

　

　

現金及び預金 5,034,639千円

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金

△1,367,394千円

現金及び現金同等物 3,667,244千円

　
　 　

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成22年７月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年11月１日　

至　平成22年７月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類

当第３四半期

連結会計期間末

(株)

　普通株式 10,533,200

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類

当第３四半期

連結会計期間末

(株)

　普通株式 554,418

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年1月28日
定時株主総会

普通株式 299,36730.00平成21年10月31日平成22年１月29日利益剰余金

(2)　基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年５月１日　至　平成21年７月31日）

　

　
機械製造販売

(千円)

化学工業製品販売

(千円)

計

(千円)

消去又は全社

(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上
高

1,726,8386,079,3577,806,196 － 7,806,196

(2)セグメント間の内部売
上高又は振替高

－ － － － －

計 1,726,8386,079,3577,806,196 － 7,806,196

営業利益(又は営業損失) △268,211 217,666 △50,545 － △50,545

(注) １.事業区分は、売上集計区分によっております。

２.各区分の主な製・商品

(1)機械製造販売・・・各種分離機、その他の機械

(2)化学工業製品販売・・・合成樹脂、工業材料、その他の化学品

３.会計処理基準に関する事項の変更

(1)棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号)を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準

については、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)に変更しております。なお、この変更が

セグメント情報に与える影響は軽微であります。

(2)リース取引に関する会計基準の早期適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第16号)を第１四半期連結会計期間から早期適用し、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。なお、この変更がセグメント情報に与える影響は軽微であります。

(3)連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第18号)を第１四半

期連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修正を行っております。なお、この変更がセグメント情報に与え

る影響は軽微であります。

４.「簡便な会計処理　固定資産の減価償却費の算定方法」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法

の改正を契機として資産の利用状況等を見直した結果、機械装置の耐用年数を変更しております。なお、この変

更がセグメント情報に与える影響は軽微であります。

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年５月１日　至　平成22年７月31日）

　

　
機械製造販売

(千円)

化学工業製品販売

(千円)

計

(千円)

消去又は全社

(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上
高

2,209,7717,062,0499,271,821 － 9,271,821

(2)セグメント間の内部売
上高又は振替高

－ － － － －

計 2,209,7717,062,0499,271,821 － 9,271,821

営業利益(又は営業損失) △194,769 309,204 114,435 － 114,435

(注) １.事業区分は、売上集計区分によっております。

２.各区分の主な製・商品

(1)機械製造販売・・・各種分離機、その他の機械

(2)化学工業製品販売・・・合成樹脂、工業材料、その他の化学品
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前第３四半期連結累計期間（自　平成20年11月１日　至　平成21年７月31日）

　

　
機械製造販売

(千円)

化学工業製品販売

(千円)

計

(千円)

消去又は全社

(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売
上高

9,281,07218,343,27227,624,345 － 27,624,345

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 9,281,07218,343,27227,624,345 － 27,624,345

営業利益 816,082 504,9281,321,011 － 1,321,011

(注) １.事業区分は、売上集計区分によっております。

２.各区分の主な製・商品

(1)機械製造販売・・・各種分離機、その他の機械

(2)化学工業製品販売・・・合成樹脂、工業材料、その他の化学品

３.会計処理基準に関する事項の変更

(1)棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号)を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準

については、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)に変更しております。なお、この変更が

セグメント情報に与える影響は軽微であります。

(2)リース取引に関する会計基準の早期適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第16号)を第１四半期連結会計期間から早期適用し、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。なお、この変更がセグメント情報に与える影響は軽微であります。

(3)連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第18号)を第１四半

期連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修正を行っております。なお、この変更がセグメント情報に与え

る影響は軽微であります。

４.「簡便な会計処理　固定資産の減価償却費の算定方法」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法

の改正を契機として資産の利用状況等を見直した結果、機械装置の耐用年数を変更しております。なお、この変

更がセグメント情報に与える影響は軽微であります。

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年11月１日　至　平成22年７月31日）

　

　
機械製造販売

(千円)

化学工業製品販売

(千円)

計

(千円)

消去又は全社

(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売
上高

8,482,34420,360,71228,843,057 － 28,843,057

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 8,482,34420,360,71228,843,057 － 28,843,057

営業利益 857,225 921,3621,778,588 － 1,778,588

(注) １.事業区分は、売上集計区分によっております。

２.各区分の主な製・商品

(1)機械製造販売・・・各種分離機、その他の機械

(2)化学工業製品販売・・・合成樹脂、工業材料、その他の化学品
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年５月１日　至　平成21年７月31日）

　

　
日本

(千円)

アジア

(千円)

計

(千円)

消去又は全社

(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上
高

7,322,156484,0397,806,196 － 7,806,196

(2)セグメント間の内部売
上高又は振替高

86,205 32,169 118,374(118,374) －

計 7,408,362516,2087,924,570(118,374)7,806,196

営業損失 △43,889 △6,277 △50,166 (379) △50,545

(注) １.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２.本邦以外の区分に属する主な国又は地域

アジア・・・中国・韓国・インドネシア

３.会計処理基準に関する事項の変更

(1)棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第9号)を第1四半期連結会計期間から適用し、評価基準に

ついては、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)に変更しております。なお、この変更がセ

グメント情報に与える影響は軽微であります。

(2)リース取引に関する会計基準の早期適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第16号)を第1四半期連結会計期間から早期適用し、通常の売買取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。なお、この変更がセグメント情報に与える影響は軽微であります。

(3)連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第18号)を第１四半

期連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修正を行っております。なお、この変更がセグメント情報に与え

る影響は軽微であります。

４.「簡便な会計処理　固定資産の減価償却費の算定方法」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法

の改正を契機として資産の利用状況等を見直した結果、機械装置の耐用年数を変更しております。なお、この変

更がセグメント情報に与える影響は軽微であります。

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年５月１日　至　平成22年７月31日）

　

　
日本

(千円)

アジア

(千円)

計

(千円)

消去又は全社

(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上
高

8,347,000924,8209,271,821 － 9,271,821

(2)セグメント間の内部売
上高又は振替高

109,447 55,291 164,739(164,739) －

計 8,456,448980,1129,436,560(164,739)9,271,821

営業利益 65,257 51,100 116,357 (1,921) 114,435

(注) １.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２.本邦以外の区分に属する主な国又は地域

アジア・・・中国・韓国・インドネシア
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前第３四半期連結累計期間（自　平成20年11月１日　至　平成21年７月31日）

　

　
日本

(千円)

アジア

(千円)

計

(千円)

消去又は全社

(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上
高

25,453,6722,170,67227,624,345 － 27,624,345

(2)セグメント間の内部売
上高又は振替高

259,263 91,596 350,860(350,860) －

計 25,712,9362,262,26927,975,205(350,860)27,624,345

営業利益(又は営業損失) 1,342,831△20,413 1,322,418(1,407)1,321,011

(注) １.国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

２.本邦以外の区分に属する主な国または地域

アジア・・・中国・韓国・インドネシア

３.会計処理基準に関する事項の変更

(1)棚卸資産の評価に関する会計基準の変更

「棚卸資産評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号)を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準に

ついては、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法に変更しております。なお、この変更がセグ

メント情報に与える影響は軽微であります。

(2)リース取引に関する会計基準の早期適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第16号)を第１四半期連結会計期間から早期適用し、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。なお、この変更がセグメント情報に与える影響は軽微であります。

(3)連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第18号)を第１四半期

連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修正を行っております。なお、この変更がセグメント情報に与える

影響は軽微であります。

４.「簡便な会計処理　固定資産の減価償却費の算定方法」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法

の改正を契機として資産の利用状況等を見直した結果、機械装置の耐用年数を変更しております。なお、この変

更がセグメント情報に与える影響は軽微であります。

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年11月１日　至　平成22年７月31日）

　

　
日本

(千円)

アジア

(千円)

計

(千円)

消去又は全社

(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上
高

26,371,9852,471,07228,843,057 － 28,843,057

(2)セグメント間の内部売
上高又は振替高

309,793 143,679 453,473(453,473) －

計 26,681,7792,614,75229,296,531(453,473)28,843,057

営業利益 1,714,380 66,526 1,780,907(2,319)1,778,588

(注) １.国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

２.本邦以外の区分に属する主な国または地域

アジア・・・中国・韓国・インドネシア
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年５月１日　至　平成21年７月31日）

　

　 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,194,711 159,269 1,353,981

Ⅱ　連結売上高（千円） － － 7,806,196

Ⅲ　連結売上高に占める海外
売上高の割合（％）

15.3 2.0 17.3

(注) １.国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

２.各区分に属する主な国または地域

(1)アジア・・・・・・中国・韓国・台湾・インドネシア

(2)その他の地域・・・アメリカ・ヨーロッパ

３.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年５月１日　至　平成22年７月31日）

　

　 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 2,205,951 216,351 2,422,303

Ⅱ　連結売上高（千円） － － 9,271,821

Ⅲ　連結売上高に占める海外
売上高の割合（％）

23.8 2.3 26.1

(注) １.国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

２.各区分に属する主な国または地域

(1)アジア・・・・・・中国・韓国・台湾・インドネシア

(2)その他の地域・・・アメリカ・ヨーロッパ

３.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年11月１日　至　平成21年７月31日）

　

　 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 5,314,397 1,591,703 6,906,100

Ⅱ　連結売上高（千円） － － 27,624,345

Ⅲ　連結売上高に占める海外
売上高の割合（％）

19.2 5.8 25.0

(注) １.国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

２.各区分に属する主な国または地域

(1)アジア・・・・・・中国・韓国・台湾・インドネシア

(2)その他の地域・・・アメリカ・ヨーロッパ

３.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年11月１日　至　平成22年７月31日）

　

　 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 5,411,670 511,398 5,923,068

Ⅱ　連結売上高（千円） － － 28,843,057

Ⅲ　連結売上高に占める海外
売上高の割合（％）

18.8 1.8 20.5

(注) １.国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

２.各区分に属する主な国または地域

(1)アジア・・・・・・中国・韓国・台湾・インドネシア

(2)その他の地域・・・アメリカ・ヨーロッパ

３.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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(有価証券関係)

当社グループの所有する有価証券は、企業集団の事業の運営において重要なものではありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループの行っておりますデリバティブ取引は、企業集団の事業の運営において重要なものでは

ありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年７月31日)

前連結会計年度末
(平成21年10月31日)

　

　 1,845.29円

　

　

　 1,767.97円

　
　 　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年７月31日)

前連結会計年度末
(平成21年10月31日)

純資産の部の合計額（千円） 18,695,654 17,921,544

普通株式に係る純資産額（千円） 18,413,725 17,642,398

差額の主な内訳（千円） 　 　

少数株主持分 281,929 279,145

普通株式の発行済株式数（株） 10,533,200 10,533,200

普通株式の自己株式数（株） 554,418 554,298

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（株）

9,978,782 9,978,902
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２  １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年11月１日
　至　平成21年７月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年11月１日
　至　平成22年７月31日)

 

１株当たり四半期純利益 82.74円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、
潜在株式がないため、記載しておりません。

 

１株当たり四半期純利益 109.09円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、
潜在株式がないため、記載しておりません。
 

　 　

(注)　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年11月１日
　至　平成21年７月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年11月１日
　至　平成22年７月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（千円） 825,664 1,088,577

普通株式に係る四半期純利益（千円） 825,664 1,088,577

普通株式の期中平均株式数（株） 9,978,927 9,978,835

　

第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年５月１日
　至　平成21年７月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年５月１日
　至　平成22年７月31日)

 

１株当たり四半期純損失 △1.21円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、
１株当たり純損失であり、また、潜在株式がないため、記
載しておりません。

 

１株当たり四半期純損失 △5.12円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、
１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式がない
ため、記載しておりません。

　 　

(注)　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年５月１日
　至　平成21年７月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年５月１日
　至　平成22年７月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（千円） △12,088 △51,063

普通株式に係る四半期純損失（千円） △12,088 △51,063

普通株式の期中平均株式数（株） 9,978,902 9,978,782

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

　

２　【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年９月11日

巴工業株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    長    田    清    忠    

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    鈴    木    一    宏    

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    伊    藤    恭    治    

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている巴工

業株式会社の平成20年11月１日から平成21年10月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成

21年５月１日から平成21年７月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年11月１日から平成21年７月

31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、巴工業株式会社及び連結子会社の平成21年７

月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営

成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年９月10日

巴工業株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    長    田    清    忠    

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    鈴    木    一    宏    

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    伊    藤    恭    治    

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている巴工

業株式会社の平成21年11月１日から平成22年10月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成

22年５月１日から平成22年７月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年11月１日から平成22年７月

31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、巴工業株式会社及び連結子会社の平成22年７

月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営

成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
　

EDINET提出書類

巴工業株式会社(E01705)

四半期報告書

30/30


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	第３四半期連結会計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	継続企業の前提に関する事項
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	簡便な会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

